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東京23特別区の高齢者の標準化要支援・要介護者比

介護予防を軸とした公衆衛生活動の評価指標の開発
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目的　介護予防を軸とした現場の公衆衛生活動の評価指標を開発する。

方法　平成10年に介護保険準備のために実施された要援護高齢者等の実態調査結果より，東京23

特別区の「標準化要支援・要介護者比」を算出し，地域差および他の健康指標との相関を検

討した。

結果　区別の標準化要支援・要介護者比は，都心，山手，西部の区で低く，南部，東部の区で高

い傾向を示し，地域差が存在した。

　区別の標準化要支援・要介護者比と他の健康指標との関連においては，平均寿命（女），

65歳平均余命（男），同（女）それぞれとの間で負の相関を，脳血管疾患（男），同（女），

心疾患（男），同（女）および胃がん（女）それぞれの標準化死亡比との間で正の相関を，

一人当たり部屋面積との間で負の相関を示した。

　ブロック別の標準化要支援・要介護者比は，余暇活動（講座・講演，ボランティア，ス

ポーツ，サークル，その他）への参加状況との間で負の相関傾向を示した。

結論　標準化要支援・要介護者比は，住民にわかり易く，区市町村レベルで算出できる指標であ

り，介護保険が定着した段階では，介護予防を軸とした現場の公衆衛生活動の評価指標とし

て使用できることが示唆された。
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